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愛西市住宅地開発事業等に関する指導要綱 

平成１７年４月１日 

告示第１５７号 

改正 平成３１年３月２７日告示第３１号 

改正 令和３年４月１日告示第１２８号 

 （目的） 

第１条 この告示は、本市における住宅地開発及び住宅建設等（以下「事業」とい

う。）が総合的かつ計画的に行われることによって、市の秩序ある発展及び市民生

活の向上を図るとともに、『明るく住みよいまちづくり』の実現に寄与することを

目的とする。 

 （適用範囲） 

第２条 この告示は、本市において行われる次に掲げる事業者に対して適用する。 

（１) ５００平方メートルを超える土地を住宅地として開発又は住宅戸数が３戸

を超える建設をしようとするもの 

 (２) 店舗、事務所、工場及び倉庫等を建設しようとするもの 

 (３) 前２号に規定するもののほか、市長が必要と認めたもの 

 （事前協議） 

第３条 事業者は、前条に規定する事業を実施しようとするときは、関係法令に基

づく申請手続き等をする前に別記様式により市長に申し出て、公共公益施設等に

ついて協議し、その同意を受けなければならない。提出部数は正副２部とする。 

２ 事業計画の承認を得た後においてその計画を変更する場合は、前項の規定を適

用する。 

 （市長の指示及び関連事項の協議） 

第４条 市長は、前条の規定により申し出た事業者に対し必要な事項を指示すると

ともに、関連する事項について協議するものとする。 

２ 事業者は、市長の指示する関係課と緊密な連絡を保ち、かつ、その指示に従っ

て事業を施工しなければならない。 

 （安全の確保） 

第５条 事業者は、事業の施工にあたり、災害、日照の影響、テレビ電波障害、騒

音並びに振動等公害の防止、住民の生命、財産の保護、環境の保全のため最大の

努力を払わなければならない。 



 

 （１区画の面積） 

第６条 １区画の面積は、原則として１３０平方メートル以上とする。ただし、須

依・北一色・稲葉地区の第１種中高層住居専用地域にあっては、別に定めるもの

とする。 

 （公共公益施設の施工） 

第７条 事業者は、事業の施工区域に必要な道路、下水道、広場、公園緑地、河川、

水路、集会所及び消防の用に供する貯水施設並びに消火栓（以下「公共公益施設」

という。）を入念に施工するものとする。 

 （道路、舗装、側溝の新設） 

第８条 施工区域内に新しく設ける道路及び施工区域から既設の公道につながる道

路等がある場合には、事業者の負担により市の基準による舗装を施工しなければ

ならない。また、施工区域内に新しく設ける道路及び施工区域に接する既設の公

道に側溝がない場合には、事業者の負担により市の基準による側溝を布設しなけ

ればならない。 

 （橋りょうの設置） 

第９条 事業者は、施工区域に橋りょうが必要な場合は、１施工区域に１橋を原則

とし、その構造については、市及び関係土地改良区の指示に従い、設置に係る費

用については、事業者の負担により施工しなければならない。 

 （排水施設） 

第１０条 事業者は、施工区域から流出する雨水又は汚水を排水するために必要な

施設は、市長の指示に従い敷地外主要排水施設まで誘導し、排水するように事業

者の負担により施工しなければならない。 

 （施工区域内外の安全対策等） 

第１１条 事業者は、施工区域内外の安全対策として、次の事項を遵守しなければ

ならない。 

 (１) 工事期間中、前面道路又は周辺道路（用排水路上を含む。）に建設資材の放

置及び自動車等の駐車は絶対に行わないこと。 

 (２) 工事現場が通園通学路に接している場合には、市及び学校、保育園と協議

の上、学童園児の安全を図ること。 

 (３) 工事現場付近には、防護柵、標識等を設置し、事故防止に万全を期するこ

と。 



 

 (４) 事業に関連して交通安全施設の新設、移転並びに改修等を必要とする場合

は、市の指示に従い、その事業者の負担において施工すること。 

 (５) 事業施工に際し、工事車両については、交通安全上必要な措置を講じた上

で運行し、一般交通を阻害しないように努めること。 

 (６) 河川水路等の危険な箇所には、ガードレール等の安全施設を設け、一般住

民の安全に努めること。 

 （上水道施設） 

第１２条 事業者は、施工区域に給水するため、水道施設を布設するときは、あら

かじめ水道事業者と協議をしなければならない。 

 （汚水処理） 

第１３条 事業者は、市の汚水処理計画に合わせることとし、事業者の負担により

整備するものとする。 

 （排水の同意） 

第１４条 事業者は、汚水排水の放流について地域関係者及び関係土地改良区等の

同意を得るものとする。なお、その排水放流に起因して第三者との紛争が生じた

ときは、すべて事業者において解決しなければならない。 

 （ごみ集積所） 

第１５条 事業者は、施工区域内においてごみ収集車が容易に横付けできる道路に

面した箇所にごみ搬出の集積所を設けなければならない。 

なお、設置については関係部局と協議すること。 

 （消防水利施設） 

第１６条 消防水利施設については、消防法第２０条第１項の規定による基準によ

り消火栓及び貯水槽を設置するものとする。 

２ 消防水利施設の配置については、消防関係者と協議の上、定めるものとする。 

 （防犯施設） 

第１７条 事業者は、施工区域内における防犯施設として、市長が必要と認める箇

所に防犯灯又は街路灯等を事業者の負担により設置しなければならない。 

 （駐車施設） 

第１８条 事業者は、建設計画戸数の１戸に対し１台以上の駐車施設を設け、その

維持管理に必要な事項を関係者と取り決めるものとする。 

２ 同一敷地内に必要台数の駐車場が確保できない場合は、原則として敷地からお



 

おむね半径５００メートル以内の場所で駐車施設を設けることができる。 

 （公園緑地施設） 

第１９条 事業者は、施工区域内の面積が３，０００平方メートル以上の場合は、

施工区域面積の３パーセント以上の公園緑地を設け、事業者の負担において施設

の整備を行わなければならない。 

 （集会所施設） 

第２０条 事業者は、施工区域内の住宅建設戸数が５０戸を超える計画の場合は、

入居者のため、公共的集会所等に収容できる範囲内の施設を事業者の負担により

市長と協議して設置するものとする。 

 （建築物の配置） 

第２１条 事業者は、将来の道路網整備のため建築物の位置について次のようにし

なければならない。 

 (１) 都市計画街路として決定した道路予定区域内の敷地については、木造鉄筋

を問わず建築物を建築してはならない。ただし、簡易な工作物、物置等容易に

移転できるものについては、この限りでない。 

 (２) 施工区域に接している既設道路の幅員が６メートル未満の場合は、その中

心より３メートル以上後退して建設をしなければならない。 

   ただし、当該道が崖地、川、線路敷地、その他これらに類するものに沿う場

合においては、当該崖地等の道側境界線から６メートル以上後退して建設をし

なければならない。 

 （公共公益施設の移管） 

第２２条 施工区域内に設置された公共公益施設について、その用地は原則として

無償で市に帰属するものとする。 

２ 帰属並びに移管の時期及びその手続については、市長との協議により定めるも

のとする。 

３ 国又は地方公共団体については、別途市長と協議するものとする。 

 （公共施設等の維持管理） 

第２３条 事業者は、施工区域内外に設置した公共施設がある場合は、その入居者

等に移管するものについては、その施設の維持管理運営方法等を入居者と協議し、

周知徹底させ、その取決めを書面で市長に提出するものとする。 

２ 事業者は、事業施工のため使用する道路及び水路については、常に良好な維持



 

管理を行い、他の通行等に支障のないように使用しなければならない。もし施設

を破損した場合は、直ちに事業者は自己の責任において原形に復旧しなければな

らない。 

 （被害の補償） 

第２４条 事業者は、事業の施工によって生じたすべての損害についてその補償を

負わなければならない。 

 （地域等との協議） 

第２５条 この告示の施行にあたり、地域及び関係土地改良区その他関係機関との

協議を必要とする事項については、その関係者と事前協議するものとする。 

 （その他） 

第２６条 この告示に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、その都度市長

が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の佐屋町住宅地開発事業等に関する

指導要綱（昭和５１年佐屋町制定）又は佐織町宅地開発等に関する指導要綱（昭

和５３年佐織町要綱第３号）の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞ

れこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

 



 

別記様式(第 3条関係) 

年  月  日 

 

   (宛先)愛西市長 

 

事業者住所             

氏名             

電話番号           

 

 

事業計画(変更)承認願 

 

  愛西市住宅地開発事業等に関する指導要綱第3条第1項・第2項に基づく審査をお願いし

ます。 

 

 

 添付書類 

  1 事業計画(変更)書及び計画図 

  2 排水等放流同意書写し 

  3 その他必要な書類 



 

事 業 計 画(変更)書 

 1 

 

設 計 者 住 所 

      氏 名 

  

電話 

 2 工事施工者住所氏名 
  

 3 事 業 場 所  愛西市                    番地 

概 要 計 画 指 示 事 項 

 4 敷 地 面 積 m2 m2 

 5 中高層

建築物 

最 高 高 m m 

  階 数 階 階 

 6 用 途 地 域     

 7 計 画 戸 数 戸 戸 

 8 道 路 面 積 m2 m2 

 9 公 園 緑 地 面 積 m2 m2 

10 汚 水 処 理     

11 ご み 集 積 所     

12 消 防

施 設 

消 火 栓 箇所 箇所 

  貯 水 槽 箇所 箇所 

13 
防 犯 灯 

( 街 路 灯 ) 
灯 灯 

14 駐 車 施 設 台 台 

15 集 会 所 施 設 m2 m2 

16 そ の 他     

（連絡先） 

 
 

 


